
児童扶養手当を受給しているか同程度の所得水準にある方を対象に、定められた資格を
取得するために6月以上のカリキュラムを受講される場合、受講期間中の生活費や入学費
などの経費の一部を助成します。

　　◎対象資格（県内町村在住者の場合）
　　看護師（准看護師含む）、介護福祉士、保育士、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、歯科
　　衛生士、美容師、理容師、社会福祉士、製菓衛生師、調理師、栄養士、自動車整備士、臨床
　　工学技士、シスコシステムズ認定資格、LPI認定資格

（詳細は高知県社会福祉協議会福祉資金課（088（844）4600）へお問い合わせください。）

（詳細は最寄りの公共職業安定所へお問い合わせください。）

（詳細は最寄りの公共職業安定所へお問い合わせください。）

（詳細は最寄りの公共職業安定所へお問い合わせください。）

高等職業訓練促進給付金を活用して養成機関に在学し、就職に有利な資格の取得を目指す
ひとり親家庭の親に対して次の職業訓練資金の貸付を行う制度です。また、貸付を受けた
方が、養成機関卒業から１年以内に取得した資格を活かして就職し、５年間その職に従事
したときは、貸付金の返還が免除されます。なお、利子は無利子ですが、連帯保証人がいない
場合は、返還債務の履行猶予期間は無利子とし、履行猶予期間経過後は年1.0％となります。

就職に必要な「スキル」（知識と技能）を身につけて、キャリアアップや希望する就職にチャレ
ンジする皆さんをサポートします。　

母子・父子自立支援プログラムの策定等の支援を受けている方を対象に、資格や技能を取
得するため、認められた一定の講座等を受講される際、支払った受講料などの経費の一部
を助成します。（受講料の60％相当額（※）。上限は講座等の種類に応じて20万円 又は160
万円、1万2千円以下は対象外）雇用保険の教育訓練給付金の支給を受ける人も、上限の範
囲内で費用の差額が支給されるようになりました。（差額が1万2千円以下の場合には支給
されません。）
　　※訓練修了日の翌日から1年以内に資格を取得し就職した場合は85％（上限あり）

　①入学準備金　500,000円以内  （養成機関への入学時）
　②就職準備金　200,000円以内  （養成機関を卒業し、かつ、取得した資格を活かして就職したとき）

対 象 者

家賃実費（月額上限70,000円）

12 か月まで

無利子

次のいずれかに該当する場合は、貸付金の返還免除申請ができます。

申請時に無職の方　…貸付期間中に就職し、１年間就業を継続した場合
申請時に就業中の方…貸付期間中に貸付申請時より高い所得が得られる
　　　　　　　　　　転職等を行い、１年間就業を継続した場合

貸 付 額

貸付期間

利　息

償還免除

（詳細は、貸付申請については、高知県社会福祉協議会福祉資金課（088（844）4600）に、自立支援プロ
  グラムについては、ひとり親家庭支援センター（088（875）2500）にお問い合わせください。）

※「母子・父子自立支援プログラム」とは
母子家庭の母及び父子家庭の父（離婚前から当該事業による支援が必要な者も
含む。）に対し、個別に面接を実施し、本人の生活状況、就業への意欲、資格取得
への取組等について状況把握を行い、個々のケースに応じた支援メニューを組
み合わせて策定するプログラムです。


